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対輸入米価   
比率  
（199819鮒）  
農耕地ha当たり 農耕地ha当たり  
化学肥料使用量 殺虫剤使用量   
年間kg  年間短  
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トン  図3 補助された殺虫剤の使用量  
???????
7576777879808182838485868788899091  
（資料）現地調査の情報による。  年 次  
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図4 害虫（トピイロウンカ）による被害面横  
（資料）現地調査からの情報による。（以下の表2～表5も同様）  
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米作において以前に使用されていた57の殺虫剤の使用を禁止することから始められた  
が，上記の目標はこのことを通して達成されたのである。さらに1984年には，政府は，  



































































キャベツ農家では   
州   総合防除導入前  総合防除導入後   削減率   
北スマトラ   5．17   1．72   66．7   
西ジャワ   2．39   1．04   56．5   
中央ジャワ   2．23   1．37   38．6   
東ジャワ   2．31   1．17   49．3   
南スラウェシ   2．33   0．48   75．1   
平均   2．58   1．13   56．2   








表3 農薬使用量の減少効果  
（在来防除農法対総合防除農法）1992／93  
作物   殺虫剤   殺菌剤   
キャベツ   80．5   95．6   
ポテト   89．2   81．0   
ワケギ  74．1   67．8   
トマト   76．1   56．7   






























表4 キャベツ作への総合防除技術の適用効果（1993）  
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総合防除のもとでは1．37と高くなっている。   
また，同様な結果が，トマト，ワケギ，ササゲに関する総合防除農法の実施によっ  
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図5 水稲および大豆農家によるヘクタール当り農薬使用料  
（資料）現地調査からの情報による。  





は増加傾向を示している。こうした農薬使用量の減少は， 一部には，政府支出の削減に  
も影響されている。1984年～1991年の間に補助金を受けた殺虫剤の量は大幅に下落した。  
図6 西スマトラ州における農薬小売店の数  
（資料）現地調査からの情報による。  
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防除手段としての農薬の人気が下落していることを示している。   
総合防除に関する全国計画の今後の目標は，全国レベルで総合防除体系を制度化する  
ことである。現在のところ，総合防除の技術と組織は，持続可能な農業生産への道を開  
くために，幾つか改善される必要がある。   
次に，総合防除体系の導入に関して，現在，指摘されている幾つかの問題点について  
検討しておこう。  


















てきた。   
現実には，インドネシアにおける総合防除の具体的な定義は，作物栽培制度に関する  
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近10年間で着実に増加してきた（図7）。   
集約化計画のもとで，農民は，肥料施用，高品質の種子選別，植付けの計画的調整，  
図7 食糧樽別増産計画（SUPRAINSUS）の対象面積1974，1990  
（資料）現地調査からの情報による。（以下の表2～表5も同様）  
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農民グループの組織化，信用供与などに関して農業普及員の技術指導（個別の助言）を  































を困難にしている。   
農業省の組織上の分担関係によれば，害虫コントロールのたあの最良の技術的選択肢  
としての総合防除の「導入」は，関連部局長の監督・指導の下に作物保護局の主要な責  
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（5）総合防除のための農民の啓発   
技能の低さ，限られた能力，経験の無さのために，農民は自分の農場を独自で管理で  
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身の農場に適用する機会を与えられねばならない。現状では依然として，彼らは，その  
農村共同体で，総合防除制度の樹立を継続するために，フォーマルおよびインフォーマ  

























－174－   
加賀爪優：インドネシアにおける食料増産計画と環境資源保全型農法  
参考文献  




3．加賀爪優，「環境保全型農業と食糧貿易の自由化」，桜井停泊編『環境保全型農業論』，（第18章），   
250～268頁，1996年2月。  









－175－   
